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○：賛成、×：反対、△：一部反対又は棄権
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��　急病診療所は、現在地への移転以降、患者数が大
幅に増加しており、移転直前の平成��年度の年間患者
数�����人に対し、平成��年度は年間������人と約���
倍になっています。このように、初期救急医療を必要

とする市民の皆様に大いに貢献できていると考えてい
ますが、施設環境面などでの課題が生じています。「急
病診療所あり方検討委員会」からの答申において、「安
定的な運営体制の維持」、「オール佐世保でのサポート
体制」及び「市民の役割」など、今後も引き続き課題
解決に向けて、継続的な検討体制が必要との内容で
あったことから、本年度に新たに設置した「佐世保市
立急病診療所運営委員会」において、急病診療所が抱
えるさまざまな課題の解決に向け、オール佐世保で取
り組んでいきたいと考えています。
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��　農業用資産を守り、次世代に残していくためには、
担い手となる「人」と農地などの「基盤」、そして、
それらを育て整える「地域（環境）」が重要であり、
地域の徹底した話し合いにより、中心的な役割を果た

すことが見込まれる農業者や当該地域における農業の
将来像を明確化し、地域全体の取り組みとして行って
いく、いわゆる、「人・農地プランの実質化」が必要
と認識しています。そのため、農業委員会やＪＡ、県
と連携し、プランの実質化に向けた工程表の作成や重
点地域の設定などの取り組みを進めています。また、
基盤整備が行われた優良農地は地域の重要な資産であ
り、土地改良区の果たす役割は大きいことから、今後
も長崎県などの関係機関と連携し、各種支援策を活用
しながら、農業用資産の維持・管理に努めていきます。
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��　現在、長寿社会課には、認知症や虐待に関する事
業や地域包括ケアに関する事業を行う保健師、社会福
祉士、認知症地域支援推進員等、さまざまな職種を配
置し、地域包括支援センターの業務に関連する情報を

把握するとともに、研修の企画や専門職の定例会に参
加し、意見等の聴取を行い、事業の見直しを図ってい
ます。また、地域包括支援センターの職員だけでなく、
市の職員が虐待や認知症に関連する訪問に同行し、機
能強化、情報共有、役割分担等を行うことで、効率的
な対応を行うなど、一部は基幹型センターの機能を有
していると考えています。地域包括支援センターは、
地域包括ケアシステムに係る中核的な機関として期待
されるため、現状の課題や今後求められる役割を勘案
し、本市の実情に即した体制を検討していきます。
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��　国が「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民デー
タ活用推進基本計画」に掲げる「ＩＴ新戦略の全体像」
には、�Ｇの基盤整備だけではなく、行政サービスの
デジタル化が示されています。また、本年度、国では

引っ越しなどのライフイベントに係る手続のワンス
トップ化について、実証実験が行われ、来年度以降、
一部本格運用が始まることから、市としても情報収集
を行い、�Ｇによる窓口サービス向上の可能性につい
て研究していきます。また、市内民間企業のＩＣＴ化
の取り組みを支援・促進していくためにも、庁内の推
進体制の再構築などが必要であり、現在、国の地域情
報化アドバイザーなどからの意見を参考に、第�次佐
世保市総合計画と同時期にスタートする佐世保市ＩＣ
Ｔ戦略を策定する準備を進めているところです。
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��　私は日ごろから、市政懇談会のみならず多くの市
民や団体関係者と話をする中で、ＩＲ誘致について一
部反対意見はあるものの、多くの方からは賛同を得て

いると感じていました。九州市長会において市民のＩ
Ｒに対する受けとめや反応に関する質問があり、「ほ
とんど反論は出て参りません」という旨の発言をした
ものです。ニュアンスが少し違って伝わり、誤解を与
えたならば残念に思います。これまでも市政懇談会を
初めとした説明会では、ギャンブル依存症や治安に対
する懸念事項について、国の法律による規制や対策な
どを丁寧に説明していますが、今後もさまざまな声を
聞きながら御理解を得るべく、県とともに積極的な活
動を継続していく必要があると考えています。
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��　「広報・広聴」制度については、議員の御指摘の
とおり、一歩踏み込んだ形での取り組みを進める時期

に来ていると認識しています。そのため、現在の課題
である即時性や戦略的広報を進める意味で、「広報官」
の配置について検討を進めています。「広報官」の役
割や取り組みについては、先進事例の調査や課題の整
理など調査・分析を進めており、必要な能力や職責な
ど、人材として「広報官」に求められることも含めた
中で検討を進めています。このように「広報・広聴」
制度の充実に関する取り組みについては、さまざまな
視点で検討しており、できる限り早い段階、具体的に
は第�次佐世保市総合計画のスタートに合わせること
を視野に、対応していきたいと考えています。
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��　コンベンション開催地に選ばれるためには、施設
の充実と合わせ、移動の不便さをカバーするだけの魅

力を備える必要がありますが、本市には日本遺産の一
つの佐世保市民文化ホールやハウステンボス等の施設
があり、また、本市観光コンテンツに体験プログラム
等を加えたパッケージを打ち出すことで、魅力的な演
出が可能となります。今後、ＩＲ導入が実現した場合、
ターゲットが海外にも広がるため、県や関係する民間
事業者等との連携や誘致手法、庁内の推進体制などの
検討が必要だと思いますが、現時点では、佐世保観光
コンベンション協会を主体としながら、本市としても
各部局が連携し、誘致方針に基づく計画的・効果的な
セールスを実施していく必要があると考えています。
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��　工事は約���㎞を全体計画とし、現在、第一期計画
の���ｍ区画に着手されています。県とされては地元の
皆様や茶市来場者の安全を確保の上、早岐茶市の開催
を前提とした工事の実施に向け、関係者と十分調整を
図っていきたいとのことです。地元への説明会は、事

業着手以降�回開催されたほか早岐地区自治協議会等
へ適宜説明されているようですが、地元への情報提供
については市から県へ改めて依頼し、今後必要に応じ
て確実に実施したいとの意向を示されています。一方、
今回の発掘調査は江戸時代を中心とした遺構等が残る
早岐瀬戸遺跡の記録保存が行われるもので、御提案の
遺跡見学会は県も開催の意向があることから、市も遺
跡の価値や魅力について、早岐茶市と連携した情報発
信等を検討し、今後ともできる限り支援していきます。
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��　本市の��月末現在のマイナンバーカード普及率は
����％で、今年度末の普及率は��％と見込んでいます。
今後、マイナンバーカードを利用した消費活性化策や
保険証機能の追加が予定されており、普及促進が期待
されていますが、保険証機能の追加については、制度

変更のみならず、保険者側と多くの医療機関のシステ
ム整備が進まなければ利用が広がらないという課題が
あります。しかし、国が掲げるデジタル社会の実現に
は、確実な本人確認の手段が必要であり、マイナン
バーカードの普及はデジタル社会を推進していく上で
重要な鍵になると考えます。そのため、国は令和�年
度までにほとんどの国民がカードを所有することを目
指しており、本市としても国と同様、令和�年度をめ
どに、多くの市民に申請してもらえるよう普及に力を
入れていきたいと考えています。
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��　国際色豊かな恵まれた環境を最大限に生かしなが
ら、多くの市民が英語や外国文化に触れ、親しみ、学

ぶことができ、「佐世保に住めば英語が身につく」と
いう新たな魅力づくりの実現に努めています。そのた
めには、これまで教育委員会で取り組んだことをさら
に発展するように、「佐世保ならでは」「日常的」「継
続的」「チャレンジしやすい」の四つの視点に立って、
教育の枠を超えて佐世保市全体として取り組みを検討
していきます。提案があった内容も含め、佐世保市民
が自然と英語を目に耳にする機会から、就労やビジネ
スのスキルアップにつながるものまで、本市ならでは
の展開を研究していきます。
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��　県から市へ同様の説明があり、所在地域への説明
や、これまでの利用状況を踏まえた将来的な影響など

について、協議が尽くされていない中での市内�カ所
への施設集約については、唐突さを感じていると県に
伝えています。世知原少年自然の家は県北地域はもと
より、県内外の子どもたちの自然体験活動の場であり、
もし運営終了となれば、その影響は広域に及ぶことが
懸念されます。そのようなことから、県に対して、今
後も情報提供と、地元関係者への丁寧な説明、協議を
お願いするとともに、近隣の教育委員会とも情報共有
しながら、存続に向けた要望を行っていきます。
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��　新しい校舎には、用途を定めないスペースを設け
ることとしており、教室の二つ分のスペースに可動式
の間仕切りを三つ設け、最大四つの部屋を作り出せる
ように設計しています。この部屋は、モデル事業とし
て設計に取り組む中で、限られた空間をより有意義に

活用できるよう考えたものであり、今後、実施する学
校においても同様のスペースを設置したいと考えてい
ます。このスペースの用途は多岐にわたると考えられ
ますが、その中には、地域とのかかわりの中で活用す
る用途もあるのではないかと思っています。実際の運
用は学校現場に委ねることになりますが、学校と地域
の連携は大変重要であることから、日野小学校のス
ペースについても、地域との連携の中で活用されるこ
とを期待しており、利用される地域の方の利便性や、
児童生徒の安全確保等について検討を進めます。
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��　平成��年�月から市独自の制度として拡充した小
中学生福祉医療制度については、地方創生の観点から、
特に少子化問題に市全体で対応するための施策の一つ

として、財政規律を保ちつつ、持続可能な制度として
導入したものです。お尋ねの福祉医療制度の拡充のた
めの財源については、今後、社会保障関連経費の逓増
などにより、厳しい財政運営が予想されることから、
既存事業の見直しや全体的な調整を行うことで生み出
す必要があります。また、拡充を行うに当たっては、
まずは小中学生まで対象を拡大したことが合計特殊出
生率にどのように貢献したかを評価し、ひとり親家庭
等も含め、有効性等の検証をする必要がありますが、
今後、必要に応じて改善等を行うことで、制度の適切
な運用を図っていきたいと考えています。
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��　事業再評価は国庫補助の継続を受けるに当たり必
要な行政手続で、原則として学識経験者等の第三者か
ら意見を聴取の上、評価の内容を国に報告する必要が
あります。評価に当たって、社会情勢の変化等を踏ま
えてゼロベースからの検討を行う必要があると認識し

ていますが、実施主体は水道事業者であるため、本市
の考えに基づいた資料を作成し、それが適切なのか外
部の有識者に意見を求めるものです。また、その意見
聴取のあり方も、従前から中立性・公共性の高い団体
から推薦された方を委員として委嘱しており、御指摘
に当たるようなものではないと考えています。今回の
再評価における外部諮問機関の構成等は検討・調整中
ですが、従来と同様に中立性・公平性を担保した形で
進める考えですので、賛成・反対を問わず、特定の考
えを持つ個人を選任することは考えていません。
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��　現在、車両総重量���トン以上の消防車両が配備さ
れている��カ所の消防団ごとの年齢構成と免許取得の
状況から、現有の車両を運転できる消防団員は�年後

で��％、��年後で��％と予測しており、当面の間は車
両の運用に支障が生じる可能性は少ないと考えている
ことから、早々に公費助成制度の導入が必要な状況に
は至っていません。しかしながら、将来を見据えたと
き、組織の中核である経験豊富な消防団員が退職され
れば、資格者が不足することも想定されますので、消
防団員の免許保有状況を定期的に把握するとともに、
準中型免許に対する公費助成制度の導入時期や、具体
的な内容などについて、消防団の皆様の意見を伺いな
がら、その必要性について検討していきます。
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��　福祉避難所の市民への周知については、本市の

ホームページにおいて、福祉避難所の設置についての
情報は掲載しているものの、施設の名称や場所につい
ては紹介していません。これは、議員の御指摘のとお
り、災害時において一般の避難者が福祉避難所に殺到
し、真に必要な方が避難できなくなるおそれがあるこ
とを考慮してのことですが、あらかじめ福祉避難所の
場所を周知しておくことがまずは優先されるべきでは
ないかという御意見については、他の自治体の状況も
踏まえつつ、対象施設を初め、関係者と改めて協議・
検討をしてみたいと考えています。
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��　佐世保市政における石木ダムの役割は、まずもっ
て私が繰り返し申し上げているように、「二度と市民
に渇水の苦しい思いをさせたくない」ということです。
水は、日常生活のみならず、ライフラインとして市民
の健康と公衆衛生を支えており、これが途絶えること

を繰り返すことは行政の責務として許されません。先
日の県議会における一般質問の知事答弁において、「住
民の方々の御協力を得て、課題の解決を図ることが最
善の選択肢」としながら、用地取得の手段については、
「いかなる方策をもっても解決の手段がないという段
階で、法的手段も選択肢の一つとして検討していかな
ければならない」との考えが示されました。本市とし
ても、今後の知事の総合的な判断に当たり、本市の考
えや実情を伝えながら、可能な限り早期かつ良い形で
事業が進むよう努めていきます。
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��　子ども発達センターは、県北地域唯一の医療療育
機関であり、今後、西九州させぼ広域都市圏において
も、療育の拠点として牽引していく役割が求められて
います。医師確保に当たっては、国・長崎県・九州が
んセンター・長崎大学等の医療機関に本市の厳しい状

況をお伝えしながら配慮していただけるよう、要望等
を重ねています。特に、小児精神神経分野という専門
性が高い医師に関しては、全国的にも非常に得難い存
在であることから、対象となる医師のリストを作成す
るなどして、より効果的なアプローチを進めていきま
す。医師確保については、療育を含む地域医療の観点
のみならず、地域住民が安心して暮らせる環境を持続
する上で、極めて重要な課題であると認識しており、
トップセールスを行うなど、今後も引き続き、より強
い使命感を持って事に臨んでいきます。
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